
（単位：円）

金　 　額 金　 　額

流　動　資　産 435,732,203,524 流　動　負　債 12,276,447,895 

現 金 お よ び 預 金 14,885,598,741 5,471,009,062 

売 掛 金 2,252,252,546 1,405,964,416 

製 品 256,296,783 3,621,672,630 

預 け 金 53,050,008,364 174,878,486 

短 期 貸 付 金 361,725,261,399 177,000,000 

未 収 法 人 税 等 181,997,367 25,000,000 

そ の 他 の 流 動 資 産 3,380,788,324 1,122,458,964 

278,464,337 

0 

固　定　資　産 154,525,765,380 固　定　負　債 78,616,640,462 

　有 形 固 定 資 産 71,248,632,554 40,176,897,797 

建 物 618,495,568 536,687,146 

構 築 物 4,745,109 37,769,950,993 

坑 井 8,184,704,150 133,104,526 

機 械 装 置 3,388,582,955

工 具 器 具 備 品 48,931,748 90,893,088,357 

土 地 7,000,000

建 設 仮 勘 定 58,996,173,024 株　主　資　本 449,189,154,843 

　無 形 固 定 資 産 1,119,212,046 　資　　本　　金 33,133,400,000 

鉱 業 権 2,096,919,087

探 鉱 勘 定 2,525,243,916 　利 益 剰 余 金 416,055,754,843 

ソ フ ト ウ エ ア 45,690,660

探 鉱 勘 定 引 当 金 △ 3,548,641,617 その他の包括利益累計額 35,971,515,665 

△ 158,921,311

　投資その他の資産 82,157,920,780 36,130,436,976 

投 資 有 価 証 券 77,835,182,149 非支配株主持分 14,204,210,039 

繰 延 税 金 資 産 3,382,963,780

そ の 他 の 投 資 939,774,851 499,364,880,547 

590,257,968,904 590,257,968,904 

連　  結　 貸　  借 　対 　照 　表
2026年3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

未 払 法 人 税 等

負 債 合 計

純 資 産 の 部

繰 延 税 金 負 債

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

長 期 借 入 金

第57期決算
東 京 都 千 代 田 区 大 手 町 一 丁 目 2 番 1 号

Otemachi One 三 井 物 産 ビ ル 14 階

三 井 エ ネ ル ギ ー 資 源 開 発 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 石 塚 直 史

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 費 用

預 り 金

科　 　目 科　 　目

未 払 金
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（単位：円）

22,849,461,276

7,255,648,351

売上総利益 15,593,812,925

49,220,000

5,095,965,578

営業利益 10,547,067,347

4,418,730,353

130,091,836

441,191,143 4,990,013,332

1,306,012,277

706,550,526

655,757,118

956,497,798 3,624,817,719

経常利益 11,912,262,960

2,716,658,941

2,709,792,665 5,426,451,606

1,102,484,772 1,102,484,772

税金等調整前当期純利益 16,236,229,794

法人税および住民税 4,519,668,869

法人税等調整額 △ 3,208,691,334 1,310,977,535

当期純利益 14,925,252,259

非支配株主に帰属する当期純利益 △ 59,319,017

親会社株主に帰属する当期純利益 14,984,571,276

特別損失

特別利益

探鉱勘定引当金戻入額

売上原価

営業外収益

投資有価証券売却益

探鉱勘定引当金繰入額

金　　　　　額

至 2026 年 3 月 31 日

為替差損

販売費および一般管理費

営業外費用

科　　　目

受取利息

売上高

連　 結　 損　 益　 計　 算 　書
自 2025 年 4 月 1 日

その他営業外費用

資 産 除 去 債 務 に 係 る
見積り変更に伴 う 一 括償 却額

開発投資関係配当金

支払利息

その他営業外収益

持分法による投資利益
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（単位：円）

　2025年4月1日残高

　連結会計年度中の変動額

　　親会社株主に帰属する
　　当期純利益

　　株主資本以外の項目の
　　連結会計年度中の変動額

　連結会計年度中の変動額合計

　2026年3月31日残高

　2025年4月1日残高

　連結会計年度中の変動額

　　親会社株主に帰属する
　　当期純利益

　　株主資本以外の項目の
　　連結会計年度中の変動額

　連結会計年度中の変動額合計

　2026年3月31日残高

△ 2,735,131,961 

△ 2,735,131,961 

35,971,515,665 

34,866,110 

34,866,110 

36,130,436,976 

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

38,706,647,626 

純資産合計

36,095,570,866 

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益

△ 59,319,017 

2,612,520,000 

- 

△ 2,794,450,978 

12,190,120,298 

△ 59,319,017 

△ 157,478,071 

△ 158,921,311 

449,189,154,843 

14,984,571,276 

△ 2,612,520,000 

△ 2,612,520,000 

非支配株主持分
その他有価証券

評価差額金

△ 1,443,240 14,263,529,056 487,174,760,249 

資本金 資本剰余金 利益剰余金

401,071,183,567 - 

14,984,571,276 

416,055,754,843 

- 

- 

14,984,571,276 

△ 157,478,071 

- 

- 

14,984,571,276 

499,364,880,547 14,204,210,039 

- 

33,133,400,000 

株主資本合計

434,204,583,567 33,133,400,000 

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自 2025年4月 1日

至  2026年 3月31日

株主資本

14,984,571,276
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連 結 注 記 表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

1. 連結の範囲に関する事項 

（1） 連結子会社の数および連結子会社の名称 

    連結子会社の数・・・12 社            

モエコタイランド㈱ MOECO International B.V. 

モエコベトナム石油㈱ MOECO OIL (SARAWAK) SDN. BHD. 

モエコ南西ベトナム石油㈱ MOECO Southwest Vietnam Pipeline B.V. 

モエコリビア石油㈱ MOECO Sakakemang B.V. 

Geothermal Ventures Japan（同） MOECO Southeast Jambi B.V. 

Siam Moeco Ltd. MOECO South Sakakemang B.V. 

           

2. 持分法の適用に関する事項 

（1） 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の数および会社の名称 

持分法を適用した関連会社の数・・・・・・・ 6 社 

Mitsui E&P Middle East B.V. Orange Energy Ltd. 

Mitsui E&P UK Ltd. Erawan2 FSO Pte. Ltd. 

Mitsui E&P Argentina S.A. 岩手地熱㈱ 

（2） 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業

年度に係る計算書類を使用しています。 

 

3. 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、以下の会社を除き、決算日は 12 月 31 日であり、直近の事業年度に係る計算書類

を使用しています。 ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上、必要な調整を

行っています。 

モエコリビア石油㈱、Geothermal Ventures Japan（同） 

 

4. 会計方針に関する事項 

（1） 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

② デリバティブの評価基準および評価方法 

デリバティブ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 時価法 

③ 棚卸資産の評価基準および評価方法 

製品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 売価還元法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

（2） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（鉱業用を除く）・・・・・主に定率法 

② 鉱業用固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・主に定額法 

③ 鉱業権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・主に利権契約上の生産期間での均等償却 

 

（3） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
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② 探鉱勘定引当金 

探鉱段階における地質調査費、物理探鉱費、試掘費およびその他の探鉱に要した費用は探鉱

勘定に計上しています。産油国政府の開発承認前の探鉱段階にあっては、探鉱活動の成功する

確率はかなり低いため、探鉱に失敗した場合の探鉱コストを回収できず損失が発生することに備え、

探鉱勘定の回収可能性を勘案して探鉱勘定引当金を計上しています。 

なお、鉱区権益取得契約締結に伴うサイン・ボーナス等は鉱業権として計上していますが、当該

鉱業権についても探鉱勘定に準じて探鉱勘定引当金を計上しています。 

 

③ 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しています。 

 

④ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しています。 

 

（4） その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権･債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しています。なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用等は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上していま

す。 

 

② 退職給付に係る負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しています。なお、退職給付債務と年金資産の差額を、退職給付引当金また

はその他の投資として計上しています。 

 

③ ヘッジ会計の処理 

繰延ヘッジ処理によっています。 

 

5. のれんの償却に関する事項 

のれん償却については、発生原因に応じ、効果の発現する期間を合理的に見積り 20 年以内で均等

償却しています。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

   従来、連結貸借対照表において独立掲記していましたデリバティブ債権およびデリバティブ債務につい

ては、金額的重要性が乏しくなったことから、当事業年度より、それぞれ「その他の流動資産」および「その

他の流動負債」に含めて表示する方法に変更しています。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

   資産除去債務  38,892,409,957 円 

 

（会計上の見積りの変更に関する注記） 

当連結会計年度において、タイ国における廃鉱時に負担する除去費用に関し、各種廃鉱作業の金額

変動等を踏まえて見積りの変更を行いました。これに伴う減少額 92,670,344 円を変更前の資産除去債務

から減算しています。また、当該見積りの変更により、当連結会計年度の売上総利益および営業利益がそ

れぞれ 3,987,425 円減少し、経常利益および税金等調整前当期純利益がそれぞれ 659,744,543 円減少

しています。なお、過年度の償却済資産に対応する見積りの変更に伴う除去費用の減少額 655,757,118

円は当連結会計年度に「資産除去債務に係る見積り変更に伴う一括償却額」として営業外費用に計上し

ています。 

各種廃鉱作業の単価について、将来見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書

類に重要な影響を与える可能性があります。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額 97,789,941,171 円 

2. 偶発債務  

（1） 保証債務  

関係会社の金融機関からの借入に対する保証（保証債務残高） 23,953,221,600 円 

（2） 再保証  

親会社による関係会社の金融機関等からの借入に対する保証 

（保証債務残高） 

18,913,527,312 円 

親会社による関係会社の契約履行に対する保証 3,354,493,150 円 

金融機関による関係会社の契約履行に対する保証 815,388,000 円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数         普通株式 66,266,800 株 

 

(資産除去債務に関する注記） 

当社グループは、当社グループがタイ国にて石油・天然ガスの生産に使用する設備につき、当該資産

の除去に係る費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しています。資産除去債務の見積りに当たり、

将来除去の義務が確定する資産除去債務については、除去費用の支出までの見込期間を鉱区の利権

契約が終了する年度までとし、割引率は米国債の流通利回りとしています。当連結会計年度における資

産除去債務残高の推移は次のとおりです。 

期首残高 42,679,019,601 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 212,617,893 円 

有形固定資産の除却に伴う減少額 △6,127,809,608 円 

見積りの変更に伴う減少額 △92,670,344 円 

時の経過による調整額 747,933,305 円 

為替換算差額 1,473,319,110 円 

期末残高 38,892,409,957 円 

 

（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については元本の安全性や流動性の確保を重視し、主に定期預金や

預け金等で行い、資金調達については、主に銀行借入による方針です。デリバティブ取引は通貨関

連では主に外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、また、商品関連では原油売上の油価下

落による価格変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で行っており、投機的な取引は行

わない方針です。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っています。投資有価

証券は非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されています。当該リスクについては四半期ごと

に発行体の財務状況を把握することにより管理しています。借入金は一時的な運転資金としての短

期借入金と開発・生産案件向けの長期借入金があります。当社グループが行うデリバティブ取引は、

為替・原油の市場リスクを有しています。デリバティブ取引の相手先は、信用力の高い大手金融機関、

商社等に限定しているため、信用リスクはほとんどありません。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおり

です。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 77,835,182,149 円）は次表には含めてい

ません。また、現金は注記を省略しており、預金、未収法人税等、未払法人税等、未払費用は短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。 
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  (単位：円) 

  連結貸借対照表 
時価(*) 差額 

  計上額(*) 

(1) 売掛金 2,252,252,546 2,252,252,546 - 

(2) 預け金 53,050,008,364 53,050,008,364   - 

(3) 短期貸付金 361,725,261,399 361,725,261,399   - 

(4) 未払金 (5,471,009,062) (5,471,009,062)   - 

(5) 預り金 (174,878,486) (174,878,486)   - 

(*)負債に計上しているものは、( )で示しています。 

 

（1 株当たり情報に関する注記） 

1. 1 株当たり純資産額 7,321 円 32 銭 

  

2. 1 株当たり当期純利益 226 円 12 銭 

  

 

（その他の注記） 

   マレーシア Block SK405B 油田・ガス田開発の最終投資決断の実行に伴い、これまでの探鉱に係る支

出額 3,462,407,985 円を探鉱勘定より建設仮勘定に振替えると共に、探鉱勘定引当金 2,709,792,665 円

を一括で取り崩しています。 

 

 



（単位：円）

金　　　額 金　　　額

流　動　資　産 399,330,704,751 流　動　負　債 10,253,306,351 

現 金 お よ び 預 金 1,435,461,746 未 払 金 5,232,275,214 

売 掛 金 1,237,788,493 未 払 法 人 税 等 3,800,000 

製 品 70,104,947 未 払 外 国 納 税 金 385,066,026 

未 収 法 人 税 等 181,997,367 賞 与 引 当 金 177,000,000 

預 け 金 30,017,920,000 役 員 賞 与 引 当 金 25,000,000 

短 期 貸 付 金 361,725,261,399 資 産 除 去 債 務 1,122,458,964 

そ の 他 の 流 動 資 産 4,662,170,799 そ の 他 の 流 動 負 債 3,307,706,147 

 固　定　資　産 90,822,585,031 固　定　負　債 23,264,747,522 

　有 形 固 定 資 産 5,605,902,351 長 期 預 り 金 133,104,526 

建 物 547,114,916 資 産 除 去 債 務 23,131,642,996 

構 築 物 4,745,109 

坑 井 3,181,740,655 33,518,053,873 

機 械 装 置 727,695,457 

工 具 器 具 備 品 48,931,748 株　主　資　本 456,805,113,532 

土 地 7,000,000 

建 設 仮 勘 定 1,088,674,466 　資　　本　　金 33,133,400,000 

　無 形 固 定 資 産 770,357,647 　資 本 剰 余 金 63,375,000 

鉱 業 権 724,666,987 資 本 準 備 金 63,375,000 

ソ フ ト ウ エ ア 45,690,660 

　利 益 剰 余 金 423,608,338,532 

　投資その他の資産 84,446,325,033 8,283,350,000 

投 資 有 価 証 券 553,001,707 415,324,988,532 

関 係 会 社 株 式 85,839,716,861 別 途 積 立 金 71,400,000,000 

繰 延 税 金 資 産 3,081,757,928 繰 越 利 益 剰 余 金 343,924,988,532 

そ の 他 の 投 資 620,594,154 

関係会社投資等損失引当金 △ 5,648,745,617 評価・換算差額等 △ 169,877,623

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 169,877,623

456,635,235,909 

490,153,289,782 490,153,289,782 

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債および純資産合計

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

負 債 合 計

貸　  借  　対  　照  　表
2026年3月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 科 目
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（単位：円）

10,198,995,150

1,532,446,940

売上総利益 8,666,548,210

4,674,083,780

3,745,220,366

営業利益 9,595,411,624

4,012,845,517

126,783,166

178,915,017

1,268,024,693

353,617,710 5,940,186,103

754,127,012 754,127,012

経常利益 14,781,470,715

2,716,658,941

6,280,540,231 8,997,199,172

901,499,760 901,499,760

税引前当期純利益 22,877,170,127

法人税および住民税 △ 173,205,379

法人税等調整額 △ 3,012,606,957

外国納税金 1,319,537,351 △ 1,866,274,985

当期純利益 24,743,445,112

関係会社投資等損失引当金繰入額

関係会社投資等損失引当金戻入額

特別損失

その他営業外費用

特別利益

投資有価証券売却益

その他営業外収入

営業外費用

為替差益

資 産 除 去 債 務 に 係 る
見 積 り 変 更 に 伴 う 一 括 償 却 額

受取保証料

売上原価

開発投資関係配当金

販売費および一般管理費

営業外収益

受取利息

科 目 金 額

売上高

損　 益　 計　 算 　書
自 2025 年 4 月 1 日

至 2026 年 3 月 31 日
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個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式･･･・・・ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの ････････・・・・・・ 期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの･･･････････････ 移動平均法による原価法 

時価または実質価額が期末日直前の貸借対照表価額と比較して著しく下落している銘柄については、回復

可能性の判定を行った上で、評価減を実施しています。 

(2) デリバティブの評価基準および評価方法 

デリバティブ ･･････････････････････････ 時価法 

(3) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

製品 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 売価還元法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定） 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

鉱業用設備････････････････････････････ 定額法 

鉱業用設備以外 

 2016 年4 月1 日以降に取得した 

建物附属設備および構築物 ････････ 定額法 

その他・・・・・・・･･･････････････････････ 定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物 20 年～38 年 

構築物 45 年 

油槽 15 年 

機械装置 12 年 

坑井 5 年 

(2) 無形固定資産･･････････････････････････ 定額法 

なお、鉱業権については、利権契約上の生産期限までの期間で均等償却しています。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 関係会社投資等損失引当金 

関係会社に対する投資等に対する損失に備えるため、当該会社の事業の現況および資産内容を勘案して必

要額を計上しています。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しています。 

(4) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しています。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しています。なお、退職給付債務と年金資産の差額を、退職給付引当金またはその他の投資として計上し

ています。 
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権･債務は、期末日の直物為替相場により、円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。 

(2) ヘッジ会計の処理 

繰延ヘッジ処理によっています。 

(3) グループ通算制度の適用 

三井物産株式会社を親法人としたグループ通算制度を適用しています。 

（会計上の見積りに関する注記） 

   会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書

類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

資産除去債務  24,254,101,960 円 

（会計上の見積りの変更に関する注記） 

 当事業年度において、タイ国における廃鉱時に負担する除去費用に関し、各種廃鉱費用の金額変動等を踏まえ

て見積りの変更を行いました。これに伴う減少額2,098,689,154円を変更前の資産除去債務から減算しています。ま

た、当該見積りの変更により、当事業年度の売上総利益および営業利益がそれぞれ3,987,425円減少し、経常利益

および税引前当期純利益がそれぞれ 1,264,037,268 円増加しています。なお、過年度の償却済資産に対応する見

積りの変更に伴う除去費用の減少額 1,268,024,693 円は当期に「資産除去債務に係る見積り変更に伴う一括償却額」

として営業外収益に計上しています。 

各種廃鉱作業の単価について、将来見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を

与える可能性があります。 

（貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額および減損損失累計額 54,780,422,176 円 

2. 偶発債務 

(1) 保証債務 

関係会社の金融機関からの借入に対する保証（保証債務残高） 23,953,221,600 円 

関係会社の契約履行に対する保証 825,641,504 円 

(2) 再保証 

親会社による関連会社が保有する子会社の金融機関からの借入に対

する保証（保証債務残高） 18,913,527,312 円 

親会社による関係会社の契約履行に対する保証 3,354,493,150 円 

金融機関による関係会社の契約履行に対する保証 815,388,000 円 

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 

短期金銭債務 

395,654,045,860 円 

905,407,312 円 

（損益計算書に関する注記） 

1. 関係会社との取引高 

営業取引高 

販売費および一般管理費 

受取配当金  

1,293,028,744 円 

3,554,860,702 円 

営業取引以外の取引高 4,597,120,730 円 
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（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、資産除去債務の否認、繰越欠損金認容等によるものであり、評価性引当額

は 31,503,785,845 円です。 

（資産除去債務に関する注記） 

当社は、当社がタイ国にて石油・天然ガス生産に使用する設備につき、当該資産の除去に係る費用を合理的に

見積り、資産除去債務を計上しています。資産除去債務の見積りに当たり、将来除去の義務が確定する資産除去

債務については、除去費用の支出までの見込期間を鉱区の利権契約が終了する 2038 年までとし、割引率は米国

債の流通利回りとしています。当事業年度における資産除去債務残高の推移は次のとおりです。 

期首残高 29,948,148,125 円 

有形固定資産の在庫調整に伴う減少額 △54,518,294 円 

有形固定資産の除却に伴う減少額 △5,530,317,532 円 

見積りの変更に伴う減少額等 △2,098,689,154 円 

時の経過による調整額 385,775,258 円 

為替換算差額 1,603,703,557 円 

期末残高 24,254,101,960 円 

（関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親会社および法人主要株主 

（単位：円） 

会社等 

の名称 

議決権等の所有

(被所有)割合 

当社との 

関係 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

（注2） 
科  目 期末残高 

三井物産㈱ 

被所有 

直接 

100% 

親会社 

資金の貸借 

業務の受託 

役員の兼任 

資金の貸付 

再保証 (注1) 

利息の受取 

387,261,454,895 

22,268,020,462 

3,874,571,982 

預け金 

短期貸付金 

30,017,920,000 

361,725,261,399 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 親会社による関係会社の金融機関からの借入に対する保証等について、当社は再保証を行っています。

保証料率に関しては、市況を勘案の上、決定しています。 

(注2) 取引金額には消費税等を含めていません。 

２. 子会社および関連会社 

（単位：円） 

会社等 

の名称 

議決権等の所有

(被所有)割合 

当社との 

関係 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

（注2） 
科  目 期末残高 

モエコベトナム石油

㈱ 

所有 

直接 

58.74% 

子会社 

資金の貸借 

債務保証 

事業に係る業務の受託 

役員の兼任 

債務保証 (注1) 11,847,108,000 - - 

モエコ南西ベトナム

石油㈱ 

所有 

直接 

61.28% 

子会社 

資金の貸借 

債務保証 

事業に係る業務の受託 

役員の兼任 

債務保証 (注1) 9,548,033,600 - - 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注1) 子会社の金融機関からの借入に対する保証等について、当社は債務保証を行っています。保証料率に関

しては、市況を勘案の上、決定しています。 

(注2) 取引金額には消費税等を含めていません。 
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（1 株当たり情報に関する注記） 

1. 1 株当たり純資産額 6,890 円86 銭 

2. 1 株当たり当期純利益 373 円39 銭 

(その他の注記) 

 マレーシア SK405B 鉱区開発の最終投資決断の実行に伴い、特別利益に関係会社投資等損失引当金戻入額

6,280,540,231 円を計上しています。 
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